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県税のあらまし（愛知県）

目 的 税普　通　税

ゴルフ場利用税

鉱区税 県たばこ税

県民税 事業税

地方消費税自動車税種別割 軽油引取税 不動産取得税

（軽）自動車税環境性能割 狩猟税

産業廃棄物税
くわしくはお近くの県税事務所へ（49ページ参照）
（令和5年6月1日現在）

　以下では市民生活とかかわりの深いいくつかの県税（愛知県の場合）について、そのあらましをご紹介します。
　なお、くわしくは、お近くの県税事務所へおたずねください。   

　愛知県では「山から街まで緑豊かな愛知」を目指し、森と緑を守り育てる取り組みを行うため、県民税均等割の税率
の特例（超過課税）として「あいち森と緑づくり税」を導入しています。具体的な税率は、個人または法人の県民税均
等割の税率欄をご覧ください。
個人の県民税
　個人の県民税の納税者や課税標準などは、個人の市民税と同じです。税率や税額控除額は、「個人の市民税」
（9ページ～）をご覧ください。
法人の県民税
　法人の県民税は、愛知県内に事務所や事業所などがある法人（会社など）や、人格のない社団等に課税される税金です。

［法人税割］
法人税額×1.8％
（注）資本金の額または出資金の額が１億円以下で、かつ、法人税額が年1,500万円以下の法人は1.0％となります。

県民税利子割　預貯金の利子等については、 5％の税率で課税されます。
県民税配当割　一定の上場株式等の配当等については、 5％の税率で課税されます。
県民税株式等譲渡所得割　一定の上場株式等の譲渡による所得等の金額については、 5％の税率で課税されます。

不動産の価格×税率＝税額
※宅地評価土地の価格については、その取得が令和6年3月31日までに行われた場合は1/2とする特例が適用されます。

県　民　税

　不動産取得税は、不動産（土地･家屋）を取得した人に対し課税される税金です。

県税事務所から送付される納税通知書により、納税通知書に記載してある納期限までに納めます。

不動産取得税

＜税　率＞

＜税　率＞

＜税額の計算方法＞

＜納付の方法＞

不動産を取得された日から60日以内に、県税事務所へ申告してください。ただし、上記期間内に表示に関
する登記又は所有権に関する登記の申請をしている場合は、申告不要です。

＜申告＞

［均等割］
法　人　の　区　分 税率（年額）

平成20年4月1日から
令和6年3月31日までの取得

１ 資本金等の額が50億円を超える法人
２ 資本金等の額が10億円を超え50億円以下の法人
３ 資本金等の額が１億円を超え10億円以下の法人
４ 資本金等の額が1,000万円を超え１億円以下の法人
５ 上記１～４に掲げる法人以外の法人および人格のない社団等

840,000円
567,000円
136,500円
52,500円
21,000円

注「資本金等の額」とは、地方税法第２3
条第1項第4号の2に規定する額をい
い、算定期間の末日で判定します。資本
金等の額より資本金の額および資本準
備金の額の合算額が大きい場合は、
「法人の区分」において「資本金等の
額」とあるのは、「資本金の額および資本
準備金の額の合算額」と読み替えます。

家屋
住　　宅
住宅以外

土　地 3　％
3　％
4　％

※
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特例適用住宅用土地、既存住宅用土地の条件に該当した場合、
①45,000円　②土地１m2当たりの価格（※3）×（住宅の床面積×2）×3％

①と②のいずれか多い方の金額が、減額されます。 200m
2限度

（※1）令和6年3月31日までに土地を取得した場合に限ります。なお、令和6年3月31日までに土地を取得した場合で、100戸以上の共同住宅等で
土地を取得した日から3年以内に住宅が新築されることが困難である場合は、4年以内となります。

（※2）新築後1年を経過した自己の居住用の未使用の特例適用住宅に限ります。
（※3）宅地評価土地の価格は市町村の固定資産課税台帳の登録価格の1/2になります（令和6年3月31日までに取得した場合）。

（イ）既存住宅の場合
次の要件をすべて満たす中古住宅の取得であること。
①取得者（個人）が自己の居住の用に供するものであること。
②床面積が50m2以上240m2以下のものであること。
③昭和57年1月1日以後に新築されたものであること。※1※2

A土地を取得した日から3年以内（※1）にその土地の上に特例適用住宅が新築され、次のいずれか
の要件を満たすこと
 ・土地を取得した人が、その土地を特例適用住宅の新築時まで引き続き所有していること
 ・特例適用住宅の新築が、土地を取得した人からその土地を取得した人により行われること

B土地を取得した人が、取得の日前1年以内に、その土地の上に特例適用住宅を新築していたこと

C新築未使用の土地付建売住宅または分譲マンション（特例適用住宅で土地と家屋を取得した人
が同じ場合に限る）を新築後1年以内に取得すること

D土地を取得した人が、取得の日から1年以内または取得の日前1年以内に、その土地の上にある
特例適用住宅（※2）を取得すること

土地を取得した人が、取得の日から1年以内または取得の日前1年以内に、その土地の上にある既
存住宅を取得すること

　地方消費税は、国税である消費税と同様に、商品の売上げやサービスの提供などに対して課税される税金です。
なお、地方消費税の2分の1は、市町村に交付されています。

地方消費税

＜税率＞

＜住宅用土地を取得した場合の軽減措置＞

新　築　年　月　日 控除額
1,200万円

1,000万円

450万円

420万円

350万円

230万円

150万円

100万円

平成 9 年4月1日～

平成元年4月1日～平成 9 年 3月31日

昭和60年7月1日～平成元年   3月31日

昭和56年7月1日～昭和60年  6月30日※1※2

昭和51年1月1日～昭和56年  6月30日※1※2

昭和48年1月1日～昭和50年12月31日※1※2

昭和39年1月1日～昭和47年12月31日※1※2

昭和29年7月1日～昭和38年12月31日※1※2

（※1）昭和56年12月31日以前に新築された住宅であっても、新耐震基準に適合してい
ることが証明された住宅（住宅の取得の日前２年以内に当該証明のための住宅の
調査等が終了したものに限る。）については不動産取得税が軽減されます。

（※2）新耐震基準に適合しない住宅であっても、平成26年4月1日以降に住宅を取得し
たうえ、取得後6か月以内に耐震改修を行い、当該住宅が新耐震基準に適合する
ことにつき証明を受け、かつ、改修後で取得後6か月以内に、自己の居住の用に供
した場合については、右の表の控除額×3％の額が税額から減額されます。

（ア）新築住宅の場合
　床面積が50m2（戸建以外の貸家住宅は40m2）以上240m2以下のものであること。ただし、増・改築をした場合は、
増・改築後の住宅全体の床面積をいいます。附属家（物置・車庫など）を新築した場合は、母屋の床面積を合わせた
床面積をいいます。また、母屋を新築した場合は、附属家の床面積を合わせた床面積をいいます。

税額＝（住宅の価格－1,200万円）× 3％
※認定長期優良住宅である特例適用住宅を令和6年3月31日までに新築、取得した場合には、1,300万円となります。

＜住宅を取得した場合の軽減措置＞

※

税額＝（住宅の価格－下の表の控除額）×3％

区　　　分

特例適用
住宅用土地

条　　　　　　件

前記
（ア）の軽減措置が
受けられる住宅

既存住宅用土地
前記

（イ）の軽減措置が
受けられる住宅

※A～Dのいずれかの
条件に該当すること。

区分

地方消費税率
（消費税率換算）

消費税率参
考 合　　計

17／63
（1.7％）
6.3％
8％

22／78
（2.2％）
7.8％
10％

平成26年4月1日～ 令和元年10月1日～適用期間


